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SCM部門と場の展開についての考察 
－食品メーカーの事例調査から－ 

 

秋川 卓也（山梨学院大学） 
 

要旨：2000年以降、日本企業で SCMの導入が本格化する中、SCM部門の設立が相次いだ。そのねらい

はサプライチェーンに関連した取組みの推進にあり、それが当部門のミッションとなっている。サプラ

イチェーンの再構築は組織間の対立構造に阻まれる傾向があり、それを克服するための共通理解が必要

となる。そのためには「場」の構築が必須となるが、本研究ではその点に注目し SCM部門による「場」

の展開への関与を考察する。場の先行研究から導き出された場の構成要素に基づき、大手加工食品メー

カーの事例に対して考察を行った。その結果、現状としての SCM 部門は、場の形成においては社内の

取組みに対する充分な貢献がある一方、社外の取組みにおいては限界が存在することが明らかになった。

寡占化が進みパワーを強める小売業者から SCM に関する提案がなされているが、その対応力に疑問を

呈する結果となった。 
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Consideration of SCM Division and Deployment of ‘Ba’ 
－based Case Studies of Food Manufacturers‐ 
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Abstract：While introductions of SCM in the Japan companies got into full swing after 2000, a lot of SCM 

divisions have been set up. The aim is to promote SCM, and it is the mission of the division. Efforts related to 

supply chains tend to be restrained by the conflicts of inter-organizations. Shared understandings and 

formations of ‘ba’ are necessary to solve those. The focus of this study is a consideration of SCM divisions’ 

commitments to the deployments of ‘ba’. This study considers the cases of multiple major processed food 

manufacturers in view of the constituents of ‘ba’ which are led in the reviews of advanced studies. To tell the 

conclusion, the SCM divisions make competent contributions to the actions within the company, but limited 

contribution to the actions outside the company. Though retailers strengthening powers by the oligopoly make 

many suggestions about SCM to the manufacturers, this study arrive at the conclusion that there are some 

doubts about the readinesses.  
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１．はじめに 
1.1 問題の背景 

2000 年以降日本企業の SCM（Supply Chain 

Management）の取組みが本格化したが、同時期に

SCM 失敗事例を紹介する報道も集中している。

これらの整理を拙著（秋川、2005）で試み、失敗

原因を以下の 3 つに類型化した。①「相手企業と

の利害対立」、②「商慣行問題」、③「自社内の

組織体制の不備」である。これら問題の舞台は、

①では企業間、②では企業社会、③では社内であ

り、社会集団の対立問題という共通的構図を見出

せる。 

また、Bowersox et al.（2002）が「大分水嶺 Great 

Divide」と呼ぶような、生産部門と営業部門との

間における組織の壁についての問題もある。営業

部門は販売計画の達成を求めて売上拡大を目指す

一方で、生産部門は販売計画を満たす供給を前提

に製造連（一続きの生産活動）の長さを調整して

コストの最小化を追求する。以上の部門ミッショ

ンの下では、互いの業務内容に関心をもたないこ

ともあって、計画消化が順調でない場合に滞留在

庫が発生する。その際に在庫責任が問題となるが、

生産部門は「計画に基づく供給が実現されている

限り責任はない」とし、営業部門は「販売計画値

の縮小変更は営業責任の放棄」であり、「需要予

測はそもそも当たらないもの」と主張して相互に

譲らない。損益評価には在庫数値が反映されず、

責任が曖昧であり続ける限り、滞留在庫は放置さ

れていく 1）。以上のような構図は、需給管理の導

入がなされる以前の製造業では一般的であった。 

組織の境界線を越えて展開するサプライチェー

ンは、機能分担に基づいて管理範囲が分化されて

いる。これを横断的かつ総括的に管理するという

SCM の前提は、メンバーの自律性を犠牲するこ

とを意味する。当初からのサプライチェーンの定

義は「サプライヤからエンドユーザーまでのモノ

の流れ」（秋川・矢澤、2000）であり、SCMの最

終的な成果が物理的資源のコントロールからもた

らされることは論を待たない。しかし、サプライ

チェーンを流れる「モノ」（客体）とその管理を

担う「人」や「組織」（主体）を安易に切り離し

て考えてはならない。後者を無視した考え方は、

前述の社会的な対立構造を助長する一因となろう。

サプライチェーンをモノの流れだけでなく、それ

を取り巻く社会的な背景を含めて捉え直す必要が

あると考えるのである。 

では、このような対立構造の問題解消に対して

いかようなアプローチをとればいいのだろうか。

厳密にいえば原因別に解消法は異なるであろうが、

少なくとも共通事項として、理解の共有を促進し、

合意を形成し、意思決定や調整を行うことのでき

る「場」が必要となる。場はインタラクティブな

コミュニケーションにより構成される社会的な空

間として捉えられるが、社会的な問題に対しては

かような社会的なアプローチが望ましいはずであ

る。組織の対立問題が SCM 導入の重要なボトル

ネックの 1 つになっているわけだが、その解決法

を求めて場の展開の在り方を問うことは有用なア

プローチであると考える。 

場はすべてのマネジメントの局面において重要

性を有する。特に、合意形成を重視する日本企業

においてはなおさらであろう。しかし、サプライ

チェーンという文脈における場の特殊性として以

下の 3点に注視されたい。 

第一に、SCM は永続的な取組みであり、かつ

組織の末端の日常業務にまでブレークダウンする

必要性があるという点である。それを支えるため

には、場においても継続性が問われるだけでなく、

どのように組織の末端にまで場を展開していくか

について考える必要がある。第二に、場のメンバ

ーシップの問題である。SCM が組織に横串を通

す取組みである以上、意思決定には関与すべき組

織からのメンバーが参加しなくてはならない。言

い換えれば、関与するメンバーシップが SCM の

対象の範囲を決める。第三に、SCM の導入にお

いてはサプライチェーンの共通理解が重要となる
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が、これが難しいという点である。というのは、

理解対象としてのサプライチェーンは直感的に一

望できない多様な活動の集合体であり、前述した

ような社会的な背景を含んだ多面的で動態的な対

象であるからでもある。込み入った文脈の中で何

が可能で不可能かを判断できる「リアリティのあ

る知識」が必要となる。 

以上の点は、SCM において場の必要性を担保

するものであると同時に、場の形成の困難さを示

す証左でもある。したがって、この問題に対して

能動的に働きかけるメンバーがない限り、解決に

は至らないものと考える。そこで、昨今日本企業

で次々に設立されている SCM 部門の存在に注目

する。サプライチェーンの在り方を常に問い続け

ることがミッションとされる SCM 部門は、こう

した問題にどのようにコミットしているのだろう

か。前述のようにSCMにおいて場の問題が1つの

重大な焦点であるとすれば、SCM 部門が何らか

のコミットメントを有しているものと推察される。

SCM 部門がサプライチェーンという文脈で機能

する１つの場になるであろうし、また社内外で場

の形成を積極的に促し、支援する機能が存在する

ものと考えられる。 

以上の問題意識を踏まえて、本研究の目的は

SCM 部門に対する事例調査からサプライチェー

ンに関する場についての記述を行い、その考察か

ら SCM 部門による場のコミットメントが存在す

ることを明らかにすることにある。その上で、サ

プライチェーンという文脈における場の形成の方

法論についての示唆も得たい。 

以上の問題について、先行の SCM 研究におい

て考察の蓄積があるか、確認する必要がある。

SCM のデザイン、運営、評価に関する方法論を

体系化している代表的な研究として、Bowersox et 

al.（1999）の研究、サプライチェーン・カウンシ

ルによる SCOR（Supply Chain Operations Reference 

Model）の研究（Bolstorff and Rosenbaum, 2003）、

Lambert et al.（2003）の研究がある。これらの研究

に共通しているのは、方法論の既定の前提として、

サプライチェーンに対する鳥瞰的かつ客観的な視

点を有している点である。主体たる管理者の立場

はサプライチェーンの外にあり、サプライチェー

ンの対象化が生来的な前提とされている。よって、

その前提を構築する場の在り方についての言及は

乏しい。したがって、新たな論理構築によって場

の在り方を考察していき、この面での SCM 論の

補強を行う必要がある。その点が本研究の意義と

新規性を確保するものである。 

 
２．場とは 

一般的に「場」というと、人々が集まって、イ

ンタラクティブなコミュニケーションを行う物理

的な空間を思い出すであろう。しかし、ただ単に

空間を設定するだけで機能的な場ができるわけで

はない。そのことから考えても、場を物理的な空

間という側面だけで捉えることに限界がある。 

場の研究で有名な清水博による場の見解ではユ

ニークな場の捉え方がなされている。清水の研究

では脳の理論研究や西田幾多郎の場の哲学がベー

スとなっているため、場が物理的空間ではなく、

自己の意識に映し出された「場所」として捉えら

れている。図1は、清水(1996, 1999）に依拠して、

清水の場の論理を筆者が整理したものである。

少々長くなるが、重要な点であるので、図 1 に沿

った形で説明しよう。 

  
2.1 清水の場の論理 

図 1には異なる 2つの自己が示されている。場

所中心的自己は「自己を場所の中に置いて、場所

と自他分離しない状態で超越的に見ている自己」

である。①では場所中心的自己が自他非分離的な

場の認識である「場の情報」（述語的情報）を得

る。ちなみに、ここでの「場」とは、物理的な空

間を示しているのではなく、場所中心的自己に整

合的な関係として映し出された場所を意味する。

一方、自己中心的自己は「自己中心的に（自他分 
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離的に）ものをみたり、決定をしたりしている自

己」である。②では自己中心的自己が自他分離的

な認識から「対象の情報」（主語的情報）を得る。 

そして③では主語的情報が述語的情報において

意味づけられる。すなわち、場の中に自己が位置

づけられるのである。両者に整合性がない場合、

新しい主語的情報が取り入れられたり、述語的情

報が新たに意味づけされたりして調整される。こ

うして両者は、誘導し合う協調的な働きにより合

致して整合的になる。 

こうした③における一連の働きから個別的な表

現（場所に対する働きかけ）が生まれる。すなわ

ち、場の歴史的変化の延長から将来の変化が読み

とられ、シミュレートにより「未来の場」が生成

される。そして、予測された場と整合性をもつよ

うな表現が仮説として生み出されるのである。 

④において、③で生じた表現により現実の場所

的状況に変化をもたらす。変化は再び①で場の情

報として汲み取られ、将来の行動の枠を限定する

という意味で自己言及的に場の拘束条件となる。

こうしたリアルタイムの創出のサイクルの中で

次々と拘束条件が紡ぎだされていく。その結果と

して整合性を有する文脈が場に生じるのである。 

「個」が場という「全体」を形成し、「全体」

からのフィードバックが「個」の秩序を形成する

という相互関係を伊丹（1999）は「ミクロマクロ

ループ」と呼んでいるが、これは清水の場の論理

と軌を一にする見解であろう。伊丹（1999）は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「人々の自然な協働」を促す適切な状況設定とし

て「場」を与えることが経営の役割であるとして、

場の概念に基づいた経営パラダイムを提唱してい

るが、ミクロマクロループには場のメカニズムが

機能するために重要な役割があるとしている。 

場を意識の中で映し出されたものとして扱う考

え方は、SCM の観点から評価すると示唆的な内

容を有することが分かる。前述のようにサプライ

チェーンは直感的に一望できるものでないが、そ

のために思考は意識としてのイメージに頼らざる

を得ない。サプライチェーンを意識の中に映し出

された場として捉えて共有することは、管理対象

の明確化と共通理解の促進につながることを意味

する。 

しかし、共通理解は同一イメージの共有だけを

意味しない。第三者的にサプライチェーンを俯瞰

するだけでなく、サプライチェーンという文脈に

おいて個々の視点から自分の「立場」を理解しな

くてはならない。というのは、SCM は組織横断

的な取組みであるので、メンバーは各機能部門に

おける所定の責任を負いつつ、並行して SCM に

関与するという、2 つのミッションを同時に果た

す難しい局面を強いられることが少なくない。そ

こでは各々の立場と全体の理解との間の整合性を

確認し続けることが重要となる。そうした確認の

連続が各メンバーをサプライチェーンという文脈

で秩序付けるのである。 

以上の点から、清水の場の論理は、SCM にお

場所中心的自己
（場）

自己中心的自己

現実の場所的状況
（実場所）

自 己

①

②

③
④

 

注：清水(1996)と清水(1999) に基づいて筆者図示 
図 1  清水による場のフレームワーク 
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いて大変示唆的なものであると考える。 

 
2.2 場の定義と設立条件 

サプライチェーンにおいて意識の場が重要であ

ることを示したが、やはり意識の場は一般的な

「場」の語義とは距離がある。したがって、本稿

での場の定義としては「密度の高い情報的相互作

用が継続的に生まれるような状況的枠組み」（伊

丹、1999）という物理的な場に寄った定義を採用

する。意識の場のエッセンスは、場の構成要素に

活かすこととする。 

場の構成要素としては以下の 3 つを考える。第

一に「場の求心力」である。メンバーが感じる場

の参加意義である。求心力にはパワー関係に依拠

する強制性に基づくものと、能動的な参加を促す

任意性に基づくものがある。当然のことながら場

に何らかの誘引がない限り場は成立しない。意図

的な場作りを行うのであれば、場に求心力をもた

す工夫が求められることとなる。 

第二に場の境界線である。境界線がない限り、

場は焦点のない無限定な広がりをもつ、捉えどこ

ろのない空間となってしまう。山下（2000）は「物

理的空間」、「アジェンダ」、「メンバーシップ」

が互いに規定しあって場の境界線を決めるとして

いる。ここでの「アジェンダ」と「メンバーシッ

プ」は、場の主題（何に関しての場なのか）と主

体（誰が場のメンバーなのか）である。山下

（2000）は規定の方向のバランスは場の性質によ

り異なるとしている。 

第三は、場の境界線の中で流伝する情報である。

伊丹（1999）が場を「情報的相互作用の容れもの」

と表現しているとおり、場に流れる情報が場の機

能性を決定する。清水の議論を踏まえれば、場で

流伝する情報は「場の情報」と「対象の情報」が

ある。各メンバーが 2 つの情報に基づいて個と場

の整合性を求め続ける運動から、場全体に秩序と

しての文脈が生成されるのである。 

 

３． 調査内容と調査対象 

3.1 調査内容 

前述したように、本稿は SCM 部門による場の

コミットメントを考察することを目的としている。

考察の対象となる SCM 部門の関連知識について

は、主として聞き取り調査から得るものとした。 

業界によって SCM 展開の環境が異なるために、

業界を特定した調査が望ましいが、今回の調査対

象は大手加工食品系のメーカーに限定した。ここ

でいう「加工食品」は、生鮮食品や日配食品を含

めない常温で保管可能な食品に限定される。また

「大手」とは、全国展開して 500 億円以上の年間

売上高を有し、社名およびナショナルブランドの

認知度が高いことを意味する。当業界を対象とし

た理由は以下の 2点である。①SCM部門の設立割

合が高く、サプライチェーンに対する取組みが業

界として先行しており、比較的成功している点、

②事業展開が国内で完結している程度が他の業界

よりも高いため、理解が容易である点である。 

2006年 3月から 2007年 12月にかけて、調味料

（4 社）、飲料（4 社）、菓子（3 社）、酒類（4

社）のサブカテゴリーに属する大手加工食品メー

カー15 社に訪問して、主として SCM に関連する

部門に所属する担当の方に聞き取り調査を行った。

対象企業に関する調査の概要は表１のとおりであ

る。対象企業の 2006年度における平均売上高（単

独）は 3,471 億円、平均従業員数（臨時従業員を

含まず）は 2,333人である。SCMの内容として、

各社が需給管理による部門間統合に主な焦点があ

り、主たる成果として在庫削減をあげている点が

共通している。この点からサンプル企業の類似性

が確認できる（需給管理の内容については 4.2.2

節で詳述する）。 

前述のように聞き取り調査が主たる考察のベー

スとなるが、補足的に文献調査も加味している 2）。

聞き取りは探索的な理解が必要となるので、非構

造的な形で行った。企業政治に絡むデリケートな

話題も含むので、論文掲載にあたり会社名を匿名
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とするということで調査を依頼している。したが

って、以降では表 1 に示した匿名社名を実名社名

の代わりに使用するものとする。 

SCM という語句を名称に含む部門ないしは本

部を有している（いた）企業は訪問した 15社中 7

社であった（表 1を参照のこと）。そのうち 1社

がすでに名称変更し、1 社が解体していた（この

点については後述する）が、これも調査対象とし

た。この7社のSCM部門の共通的な特徴を抽出す

ると以下になる。①需要予測をベースとした需給

管理を行い、在庫責任を有した形で在庫の一元管

理をしている、②SCM やロジスティクスの領域

におけるモノの流れに関した企画の立案とその調

整を行っている、③SCM 委員会や需給会議とい

った関連会議の事務局である、④現業の物流オペ

レーションを管理する立場にある、以上の 4 点で

ある。これらを SCM 部門の条件とし、SCM とい

う語句を名称に含む部門をもたない 8社に対して 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当て嵌めると、5 社が適合する部門を有していた。

したがって、本稿においてはこの 5 社も実質的に

SCM 部門であると認定することとする。よって、

本研究における考察対象は 12 社となる。ちなみ

に適合しない 3社のうち 2社（H社と I社）は、

ともに最近カンパニー制に移行したという共通点

を有する。カンパニーで機能完結させる意図があ

るため、需給管理機能を分散化したことが条件①

を満たさない原因である。残りの１社（M社）は、

調査時点において該当部門が在庫責任を有するま

でに至っていなかったため、これも条件①を満た

していないと判断した。 

SCM 部門の組織図上の位置づけは、ライン組

織としての一本部である場合と、スタッフ部門と

しての一部門として設置される場合がある。前者

の場合、公式的には営業本部等と対等の位置づけ

になり、物流部門だけでなく生産部門ないしは購

買部門を傘下に収めることがあるので、組織内の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 対象企業別の調査概要 

社名 訪問日時 訪問場所 対象者の当時の属性と人数 SCM担当部署注 
A 社 2006 年 3 月 本社 グループ長（全 1名） SCM部門 
B 社 2006 年 3 月 本社 部長（全 1名） SCM部門 

C 社 2006 年 3 月 本社 物流部の方（全 1名） 物流部門（SCM部門 
から改称） 

D 社 2006 年 5 月 物流子会社 執行役員（全 1名） SCM部門（既に解体） 

E 社 2006 年 5 月 本社 リーダーを含めた企画グルー 
プの方（全 3名） SCM部門 

F 社 2006 年 6 月 本社 執行役員、課長（全 2名） SCM部門 

G 社 
2006 年 6 月、 

7 月（2 回） 
本社 物流子会社役員、SCM推進 

担当主査（全 2名） SCM部門 

H 社 
2006 年 6 月、 

2007 年 12 月(2 回) 
本社 支店長、室長を含めた広報室 

担当（全 4名） 物流部門 

I 社 2006 年 7 月 東京支社 企画グループ長（全 1名） 物流部門 
J 社 2006 年 8 月 本社 企画グループ長（全 1名） ロジスティクス部門 
K 社 2006 年 10 月 本社 部長（全 1名） 物流部門 
L 社 2007 年 5 月 本社 部長（全 1名） 物流部門 
M 社 2007 年 11 月 本社 企画担当主任（全 1名） ロジスティクス部門 
N 社 2007 年 11 月 本社 部長（全 1名） 生産部門 

O 社 2007 年 12 月 本社 部長を含めた物流部の方 
（全 2名） 物流部門 

注：「SCM担当部署」については、実名は企業名が特定される恐れがあるので、「SCM」という語を含む部
門を「SCM部門」、「ロジスティクス」という語を含む部門を「ロジスティクス部門」、「物流」という
語を含む部門を「物流部門」、「生産」という語を含む部門を「生産部門」とした。 
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権限と存在感は大きくなる。後者の場合、物流部

やロジスティクス部門の拡張の結果であり、権限

と責任を追加されると同時に名称変更がされる場

合が多い。スタッフ部門でありながら、需給管理

等の活動を伴うので、実質的にはライン部門とし

て性格も有することとなる。 

 
3.2 調査対象について：食品業界の背景 

調査対象となる加工食品業界の背景について、

考察の前提となるので言及しておこう。 

加工食品業界は継続的に厳しい市場環境にさら

されており、業界内の危機感は大きい。国内市場

に依存する傾向があり、国内市場の飽和化で売上

成長の鈍化が顕著である。これに原材料価格の上

昇による影響もあり、コストダウンに対する圧力

は非常に高い。また、製品のライフサイクルも

年々短くなり、商品ラインも多様化して、全製品

アイテムのうち新製品が占める比率も大きい。需

要の不確実性が高く、変動幅も大きいので、在庫

リスクと欠品リスクは高い。 

さらに、コンビニエンスストア、スーパーマー

ケット、量販店等の組織小売業者の台頭も大きな

環境要因となっている。小売業者からの直接取引

の要求や SCM に関連した提案が増加している。

それらの要因から流通戦略の見直しが迫られてい

る。 

また、製品価値において鮮度が特に重視される

という業界特有の特性も注視を要する。鮮度が味

を決めるという意味での品質の維持と、取引先か

らの賞味期限に対する厳しい要求が主な要因であ

る。製品の鮮度追求は廃棄処分が増加する可能性

を孕む。昨今では、廃棄問題が環境問題視されて

いるという背景もあり、鮮度の追求と廃棄の削減

のトレードオフ課題が高精度の需給管理を必要と

するのである。 

以上のような業界環境に基づく危機感がトップ

やミドルに共有され、SCM 部門発足への背景と

なっている。次節以降の考察の前提として銘記し

ていただきたい。 

 
４． SCM 部門の経緯とその考察 

調査により明らかになった SCM 部門の経緯を

記述し、SCM 部門の場の形成に対するコミット

メントに関して、2 節で示した場の視座から考察

を行う。SCM 部門はタイムスパンごとに実相が

異なるため、段階別にみていくことが望ましい。

SCM 部門の設立過程、社内の取組み、社外の取

組みという 3 つの段階ごとに記述、考察するもの

とする。 

 
4.1 SCM 部門の設立 

SCM 部門はサプライチェーン関連の取組みや

場の形成に対して働きかけを行うキープレーヤで

もあるが、SCM部門自体が 1つの場である。すな

わち、SCM部門の設立過程は 1つの場の形成過程

を意味するということを強調したい。 

SCM 部門の形成には、物流部門等の既存部門

が逐次その役割を改めていく場合もあるが、短期

間の組織変革の中から誕生する事例が多かった

（A、B、C、D、E、F、J、K社）。後者の場合、

システマティックな場の形成がみられるため、こ

こでは後者に注目する。 

SCM 部門発足の発端を開くのは、トップ・マ

ネジメントである場合とミドル・マネジメントで

ある場合がある。後者は、SCM 部門の発足に関

して役員や他部門に直談判ないしは根回しを行う

ようなアクティブなミドル・マネジメントが活躍

する場合である。その人物が後の SCM 部門の責

任者になり、部門発足後の SCM 活動を実質的に

リードしていく存在となる。結局はそのミドル・

マネジメントの声をトップ・マネジメントが拾う

という形になるので、いずれにせよ、この段階に

おいてトップ・マネジメントのコミットメントが

存在することになる。 

トップダウンにより直接 SCM 部門の設立に至

ることもあるが、多くの企業でまずは物流部門、
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営業部門、生産部門、購買部門等といったサプラ

イチェーンに関わる部門のトップが一堂に会する

委員会（ないしはプロジェクト）が催されている。 

委員会では、プロジェクトや SCM 部門のメン

バーの選出が行われる。プロジェクトチームが具

体案を設計し、委員会での承認を経て、常設組織

としての SCM 部門が組織改組により誕生する。

SCM 部門のメンバー構成については、プロジェ

クトチームのメンバーがそのままスライドして中

核メンバーとなるが、営業拠点に存在する需給管

理機能の統合と、営業部門、製造部門、物流部門、

購買部門等の関連部門からの新メンバー選出を伴

うことが一般的である。また、SCM 関連の情報

システム構築に際して情報システム部門と密の連

携をとる必要があるために、当部門との人事交流

が促進される。体制として SCM 部門内に情報シ

ステム関係を担当するグループを設ける企業（A

社）や SCM部門長が情報システム部門長を兼任し

ている企業も存在した（F社）。 

以上のように、SCM 部門が誕生する過程を場

の視座で考察すると、その中途でいくつかの場の

形成がみられることが分かる。端緒となる委員会

も 1 つの場であり、そこでは問題、価値観、ミッ

ションといったアジェンダの共有が主な目的とな

るが、さらに場という視座からは以下の 2 点が重

要となる。 

第一に、委員会設立といった立ち上げ段階にお

けるトップ・マネジメントのコミットメントの強

さが場の求心力を決めるという点である。具体的

には社長の委員長就任（B 社）や中長期計画への

組み込み（G 社）等であり、委員会で承認を経て

設立される SCM 部門はトップ・マネジメントの

「威光」を背負うこととなる。前述のとおり SCM

部門自体も1つの場であり、またSCM部門が場の

形成の中心的存在となる上で、トップ・マネジメ

ントの権威づけが場の参加に対する動機を与える。

前述のような危機感に加わる形で、トップ・マネ

ジメントのコミットメントもまた場の求心力とな

るのである。 

第二に重要な点は、委員会のメンバーシップが

プロジェクトや SCM 部門といった下位の場の性

格を決めるという点である。委員会のメンバーが

各自の責任部署からプロジェクトや SCM 部門の

メンバーの選出を行う。この方法によれば、プロ

ジェクト・メンバーが兼任となっても（初期の段

階では兼任になりやすい）、所属部門長の推薦に

よる選出であれば組織内の混乱を抑えることがで

きる。さらに委員会のアジェンダも円滑に継承で

きるが、前述のようにメンバーシップとアジェン

ダは場の境界線要素であり、これらが決まるとい

うことは、取組みの対象範囲となる場の境界線を

決めることも意味する。特に SCM は横断的な取

組みにならざるを得ず、その対象の範囲は状況と

目的によって異なる（例えば商品開発や環境対応

を含めるか否か）ので、この点は重要である。 

また、委員会やプロジェクトチームが多様なキ

ャリアのメンバーで構成されている点は、場の視

座からは注目すべき点である。第一に、様々な価

値観や情報が統合される点である。個々の所属元

の部門に関する情報や視座がサプライチェーンと

いう文脈に従い 1 つの場で融合される。2.1 節で

言及した場の論理に則するならば、個々の部門に

関する「対象の情報」とサプライチェーン全体に

関する「場の情報」のギャップが認識され、両情

報の整合一致に向かう「ミクロマクロループ」が

機能する契機が生みだされるといえよう。こうし

た働きが SCM 部門の拘束条件となる文脈をもた

らし、部門のアイデンティティと方向性を確立さ

せる。第二に、各人のもつ人的コネクションが部

門間の調整で活かされる点である。社内の非公式

的な場の展開に寄与し、社内にサプライチェーン

という文脈の発展を促進するからである。 

委員会という場を基点として、プロジェクトチ

ームや SCM 部門等のようなサプライチェーンを

アジェンダとした様々な場が新たに生まれる。こ

の場の創出の意味することは、場の求心力、アジ
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ェンダやメンバーシップといった場の境界線、情

報といった場の構成要素が下位の場に「継承」さ

れるということである。したがって、言い換えれ

ば図２のように、委員会が場の「鋳型」となり、

その鋳型に従って下位の場が形成され展開されて

いくといえよう。したがって、委員会はサプライ

チェーンに関する場の「源流」であり、その在り

方がサプライチェーンに関する取組みの展開を大

きく左右するといえる。 
 

4.2 社内の取組みについて 

4.2.1  SCM 部門による啓蒙活動 

以上のような経緯で設立された SCM 部門は需

給管理の責任を引き受け、またサプライチェーン

に関連した企画立案を担う。そうした取組みに対

しては他部門の協力が欠かせないが、各社とも当

初から他部門が賛同していたわけではない。例え

ば、営業部門は新しい供給コントロールが営業活

動の障害になることを危惧する。また、生産部門

も生産計画が SCM 部門の立案に依存することと

なるので、実質的に計画機能が奪われることに対

しての抵抗感がある場合もある。 

そこで SCM部門の「啓蒙活動」が機能すること

になる。SCM 部門の説得により意識変更を促す。

こうした啓蒙活動は調査対象企業すべての企業で

行われていた。需給管理が軌道に乗った後も継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的に行われ、以下の個別事例が示すように、各社

様々な具体的取組みがみられる。 

 

・ コンサルタントにプレゼンテーションの資料

を作ってもらって、引き連れて工場を説得し

た（A社） 

・ SCM 部門が運営するイントラネット内にポー

タルサイトがある。SCM を普及する場として

活動成果や進捗等を噛み砕いて説明している

（B社） 

・ 営業部門の人間に物流倉庫をみる習慣をつけ

させた（D社） 

・ 他部門の会議にSCM部門の人間を参加させて

いる（F社） 

・ SCM について新入社員に半日をかけて教育す

る（J社） 

・ 財務部門に相談して作成した、キャッシュフ

ロー概念が理解できる簡単な数式でもって工

場の人間に説明した（L社） 

 

こうした啓蒙活動は SCM 部門と他部門との間

の対話の場であるといえよう。このような場が機

能するのは、SCM部門に「トップの威光」という

求心力があるからである。また、食品業界では国

内展開の割合が他業種よりも高いため、関連部門

が同じ本社社屋を拠点としている企業が多い。そ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員会

各機能部門のトップが横断的に集まる

プロジェクトチーム 需給会議・

レビュー会議

SCM部門

（常設組織）

下位

上位

階
層

参加した機能部門が

「型」となり、下位の情

報場の性格を決める

求心力、境界線、情報

といった場の構成要素

を継承

 
図 2 場の鋳型的展開 
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のためフェースツゥフェースのコミュニケーショ

ンがとりやすいという点も忘れてはならない。関

連部門すべてが同じフロア内に同居していた企業

（A社）も存在する。 

啓蒙のキーコンセプトとして「全体最適化」や

「キャッシュフロー概念」が多く活用されていた。

両概念とも個別部門の「最適化」ではなく、サプ

ライチェーンというくくりで問題を認識させるた

めに有効な概念である。こうした概念は、サプラ

イチェーン全体の論理を特定部門の視点に偏らな

い、客観的かつ総論的に表現した情報となる。し

たがって、清水の場の論理でいうところの「場の

情報」に該当する。与えられた「場の情報」に基

づいて個々がサプライチェーンにおける振る舞い

を考えるきっかけとなる。 

啓蒙活動により他部門の理解が完全になったと

の回答は皆無であったが、それでもほとんどの企

業が他部門の反応が以前よりは「変わった」と答

え、何らかの手ごたえを感じている。 

場の見地からいえば、啓蒙活動での場では、サ

プライチェーン全体に関連した「場の情報」の共

有を目的としているといえよう。ここでも各部門

の個の視点に基づく「対象の情報」との対応がな

される、ミクロマクロループが効果的に働くこと

が望まれる。だが、当活動が SCM 部門からの一

方的な要求として認識され得ることもあり、そこ

までの効果が確実に生まれているとは言いがたい。

しかし、次節で言及する需給管理におけるミクロ

マクロループ実現の布石になっている点は注目に

値する。 

 

4.2.2. 需給管理の場 

以上のような啓蒙活動によりサプライチェーン

の考え方の共有を進め、それを下地に SCM 部門

は取組みを実現化していく。SCM 部門が関わる

最も重要な取組みは、生産部門と営業部門の間に

入って需給管理の機能を担うことにある。需給管

理の主眼は営業部門側の需要量と生産部門側の供

給量のずれを少なくすることにあるが、需給管理

が場を形成するためのドライブにもなる。その点

を確認する前に、まずは SCM 部門が主導する需

給管理について概観しよう。 

1 節で述べたように、営業の販売計画がベース

となる需給管理では限界があるという問題意識が

前提となる。販売計画は営業担当者の達成目標と

しての性格を有するため、実際値よりも高く数値

が設定される傾向があるからである。だからとい

って営業部門に在庫責任ももたせて予測精度への

コミットメントを促そうとしても、営業責任と相

反する以上徹底は困難である。この場合、需要と

供給の不一致の原因（営業の販売計画）に対して

明確な責任をあてがうことのできないという、原

因と責任の矛盾が生じることとなる。SCM 部門

はそれを肩代わりし、在庫責任を有した形で需給

管理を引き受けるわけである。その結果、部門の

ミッションが単純化し、部署の責任範囲が明確化

する。 

この場合、販売計画に代わる需給計画のベース

となる予測値が必要となるが、SCM 部門が主導

的に行う需要予測の数値に代わる。需要予測の方

法は、既成の需要予測ソフトの利用による場合が

一般的だが、人知に基づいて予測している事例

（C 社）や営業支店に配置された担当ごとの予測

を積み上げる事例（O 社）もあった。週（ないし

は月や旬）単位で一定の期間（3 ヶ月の場合が多

い）先までの需要予測を、直近の情報を加味しな

がら週（ないしは月や旬）で見直していき、精度

を高めている手法をとるのが一般的である。この

段階で使用されるデータは過去の実績が主である

ため、予測値はトレンド値の性格が強い 3）。 

予測値に在庫量が加味された数値がベースとな

り、生産所要量計画の策定ないしは製造依頼を

SCM 部門が行う形で生産計画に反映される。と

はいえ、予測数値が直接生産所要量に反映される

わけではない。 

その理由の１つは生産能力や購買に関連した制
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約があるからである。この点は生産部門ないしは

購買部門との調整が必要となる 4）。いま１つの理

由として予測の精度は完全ではなく 5）、誤差がど

うしても生まれるからである。それでも営業サイ

ドの思惑が入らない客観的な数値であるので販売

計画の数値よりは誤差は少ないが、その差を埋め

る努力が必要であることは変わらない。 

予測と実績の差の原因は主として、過去のトレ

ンドでは捉えきれないコーザルデータが予測に反

映されていないことがあげられる。コーザルデー

タは営業サイドが有するものが多く、例えば小売

業者の特売や終売の情報、商談の経過情報等であ

る。こうしたデータは直近まで判明しない場合が

多く、したがって営業部門からタイムリーに情報

の提供を受け、すみやかに予測値を修正する仕組

みが必要となる 6）。営業部門も供給不足が起こる

のは困るため、需給管理に参加する意義はある。 

以上のように予測の誤差を埋めるために、SCM

部門と他部門（営業部門、生産部門、購買部門

等）をメンバーシップとした場が形成される機会

が生まれる。そのタイミングは計画に反映される

前と後で 2 つに分類される。前者に該当するのは、

実行前の需給計画についての部門間の調整と合意

の場であり、一般的には「需給会議」という名称

で定期的な会議が催されることが多い 7）。後者に

該当するのは、計画の実施後における予実差に関

するレビュー会議である。予実差の原因を明らか

にし、それを需給管理の改善に活かすことを目的

とする。レビュー会議の実施については温度差が

あり、週１回半日かけて行うという熱心な企業

（D 社）もあれば、レビューまで手が回らないと

いう企業（E社）も存在する。 

以上を場の視座から考察すると、需給管理とい

う業務プロセスに場の形成が半ば強制的に組み込

まれていることが場の求心力となっていることが

分かる。定期的なコミュニケーションの接点が生

まれることだけでなく、需給調整の失敗が各部門

の業務に影響を与えるという構図が場の求心力を

高める。また、予測の精度が「利用できないほど

低くはないが完璧ではない」という適度な水準で

あることが場の機会を与えている点も注意が要す

る。Weick（1979）は組織化は多義性の削減により

生じると論じたが、需給管理の多義性が部門間の

場の求心力の一因となっているのである。 

ここでの場のアジェンダは需給管理であるが、

そこで共有された情報は需給管理だけに活かされ

るわけではない。啓蒙活動と同様に、サプライチ

ェーンという文脈で議論して共有理解を促進する

さらなる機会とも捉えられる。その点から需給管

理の場に 2つの価値を捉えることができる。 

第一に、4.1節で言及した SCM部門内でみられ

る、「場の情報」と「対象の情報」の両情報の整

合を図るミクロマクロループの存在が、需給管理

を通して部門間にも広がるという点である。先の

啓蒙活動ではサプライチェーン全体の「場の情

報」が主な対象となったが、需給管理の場では各

部門の立場に基づく「対象の情報」が主に交換さ

れる。というのは、計画の精度とその実効性を高

めるために、キャパシティや今後の活動状況等の

ような個別的で具体的な情報を各部門に求めるか

らである。したがって、ここに「場の情報」と「対

象の情報」の 2つの情報が揃う。2.1節で言及した

場の論理では、2 つの情報の整合合致により場の

拘束性をもたらす文脈が紡ぎだされるとした。各

部門が（「全体最適化」のような）サプライチェ

ーンに基づく論理に適合する形で振る舞えば、部

門間に確固たる文脈を形成できる。そして、さら

にその文脈が各部門の行動に秩序をもたらすとい

う循環が期待できる。 

第二に、啓蒙の場とは対照的に需給管理の場は

「実践の場」（野中・紺野、2000）であり、啓蒙

活動で得られた情報を体験による裏づけに基づい

て知識として体得することができる場となる。需

給管理の場では、各部門の振る舞いがサプライチ

ェーンという文脈において（例えばキャッシュフ

ローや在庫の水準に）どのような影響を与えるか
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が、各部門の間のコミュニケーションを介して認

識できる。そうした体験を通して、啓蒙活動で得

た情報の「正しさ」が確認でき、とるべき振る舞

いの範囲を確認できる。 

図 3のように、実践の場を通して 2つの情報が

整合して文脈の共有化が進むが、これが部門間の

「大分水嶺」の問題の緩和につながることとなる。

それが需給管理の精度の向上に寄与するだけでな

く、他の取組みに対しての発展可能性を広げるの

である。事実、需給管理の実現により、各社にお

いて在庫削減やキャッシュフローの良化等の所定

の成果があがっているだけでなく、SCM 部門が

生産や物流の拠点統合や製品アイテム数の削減等

の多面的な展開に関与できるようになっていた。

これらの成果は以上のような文脈共有が進展した

証左であると考える。 

 

実践の場

場の情報対象の情報

文脈の強化  
図 3  2 つの情報の整合による文脈の効果 

 

ただし、各社が需給管理の場を「需給管理目的

を超えた場」として認識しているわけではない。

しかし、レビュー会議を週 1 回開いて徹底した予

実差の原因究明を議論させて行動原理を変革した

事例（D 社）や、予測モデルの精度を低下させる

恐れがあるにも関わらず、モデルをシンプル化す

ることによって説明力を高めてメンバーの理解を

促進しようと考えている企業（G社）も存在する。

場の機能を認識して、有効に活用している企業は

確実に存在するといえよう。 

4.3 社外の取組みについての考察 

温度差はあるがほとんどの企業が社外への取組

みに対して関心を有していた。その理由としてあ

げられたものとして、①社内の取組みが一区切り

したから、②SCM 部門のミッションであるから、

③流通構造の変化への対応のため、というもので

ある。計画や情報の共有、リベート制を含む取引

条件の見直し、ミルクラン等の物流高度化、CRP

（Continuous Replenishment Program; 連続補充プ

ログラム）や VMI（Vendor Managed Inventory; ベ

ンダーによる在庫管理）のような在庫管理機能の

委託、CPFR（Collaborative Planning, Forecasting, 

and Replenishment; 協働的な計画・予測・補充）が

示すような協働による計画立案等、サプライチェ

ーンというアジェンダで社外と対話することに意

味のある論点は少なくないものと思われる。 

社外との取組みの方向性は 2 つある。1 つが上

流のサプライヤとの取組みと、いま 1 つは下流の

流通業者との取組みである。順にみていこう。 

 

4.3.1 資材サプライヤとの場 

まずは資材サプライヤとの取組みであるが、対

象企業の多くが容器や包材のサプライヤに対し生

産計画の開示を行っていた。メーカーが扱う容器

は独自の型のものが多いため、納期がかかり代替

も利かない。そのことが資材の在庫リスクを高め

ている。あらかじめ予想所要量を資材サプライヤ

に与えることで構えを促すことにより、互いのリ

スクを軽減しようという意図がある。 

しかし、SCM 部門とサプライヤの間にサプラ

イチェーンをアジェンダとする場は多くはないが、

勉強会の声かけをしている企業（B 社）や、かつ

て包材情報のオンラインネットワークを構築した

経緯から協力的な対応が可能なサプライヤがいる

と答えた企業（N 社）が存在する。しかし、何ら

かの実践を前提に機能している場は 1社（K社）

を除いて確認できなかった。したがって、ここで

の取組みは場の存在が前提とされていない、（調
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整や計画統合ではなく）一方的な情報提示に依存

する「緩やかな」組織間調整といえる。 

場の存在がない理由として回答が多かったのは

「取引しているサプライヤの数が多いため、特定

のサプライヤとの取組みは意味を成さない」とい

うものだった。また、「サプライヤも多くのメー

カーと取引しているため、提案を行っても特定メ

ーカーとの取組みには積極的にはなってくれな

い」（B 社）という回答もあった。基本的にはサ

プライヤの選択は、スペック、コスト、納期条件

等に基づく競争購買によるため、結果として取引

先は分散化されてしまうことがその背景にある。

対照的に、場が確認された企業では、資材ごとに

サプライヤを 1 社に限定した集中購買に移行した

経緯があり、その際にコミュニケーション方法を

含めてサプライヤ関係を再構築した。その一環と

して、生産計画の定期的な打合せに包材メーカー

が同席するという場が構築されている。 

以上のように、取引しているサプライヤが多い

ことがメーカーないしはサプライヤにとっての取

組みの意義を薄め、ひいては場の求心力を弱めて

いるという構図が存在することが分かる。さらに

は、社内の取組みをサプライヤに展開しようと考

えていても、「サプライヤを巻き込もうとしても、

組織文化の違う相手に対して社内と同じ展開の仕

方ではうまくいかない」と答えた企業（B 社）が

あった。部門間よりも大きな理解の断絶があり、

かつ社内では場の求心力となった「トップの威

光」も効かないので、サプライヤとの場の形成は

困難な状況にあるといえよう。 

 

4.3.2  小売業者との場 

次に、流通業者との取組みであるが、小売業者

ないしは卸売業者から提供を受けた情報を需給管

理の参考にしている事例が確認された。POS情報

やセンターの出荷情報を流通在庫の推定に、販促

情報を予測値の修正情報として利用している場合

がある。ただし、情報に網羅性がないため、その

利用については温度差がある。コンビニエンスス

トア向けの需要が比較的安定していることから、

特定のコンビニエンスストアチェーンから提供さ

れるPOSデータを使い、他のコンビニエンススト

アチェーンの需要を類推している企業（N 社）も

存在するが、多くの企業は需要予測の変数として

利用せず、参考程度の情報に過ぎないと考えてい

る。 

SCM 部門と流通業者の間においてもサプライ

チェーンがアジェンダとなる場は少ない。大規模

小売業者との「共有の場がある」と答えた 2社（G、

N 社）以外、場の存在を確認できなかった。した

がって、サプライヤの場合と同様、流通業者に向

けた取組みも、場の存在が前提とされていない、

（調整や計画統合ではなく）一方的な情報提示に

よる「緩やかな」組織間調整といえる 8）。 

ほとんどの企業が小売業者からのサプライチェ

ーンに関連した提案を受けてはいる。それに対し

て否定的な意見を有する企業と前向きに捉える企

業とに分かれるが、前者のほうが圧倒的多数であ

る。否定的な理由として最も多かったのは、サプ

ライヤの場合と同様に「取引先が多い」ことに基

づくものであった。特定の相手との SCM での効

果に対して疑念を有するだけでなく、特定関係を

特別視することが他の販売先との関係に悪影響を

与えることを懸念しているのである。「卸売業者

の存在なくして流通が成り立たないため小売業者

との協働は難しい」と答えた企業（C、F、O社）、

「成果が公平にシェアされない」ことをあげる企

業（B 、J 社）もあった。協働から努力に見合っ

た成果が享受できるかが明確でない以上、疑心暗

鬼の状態が生じることなる。 

以上の理由から小売業者との場に求心力は働か

ない構図が存在することが分かる。しかし、メガ

グループ形成による小売業者の巨大化が今後より

進展していく結果、近い将来バイイングパワーに

押される形で小売業者の提案に取組まざるを得な

くなる可能性が高い。事実、小売業者の提案に否
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定的な担当者も、「望む望まざるに関係なく巻き

込まれていく」（B 社）可能性を指摘していた。

既に、一部の大手小売業者のバイイニングパワー

に押され、VMI を実行していると答えた企業（L

社）もあった。この事例では、SCM部門が関与す

る継続的な場の形成には至っていない。 

そうした見通しを踏まえ、小売業者の取組みに

積極的なのは先の「共有の場がある」と答えた G

社と N社である。 

N 社は、特定の大手組織小売業者と製品開発で

協働した経緯から、その小売業者からの提案に対

しては否定的ではなかった。もちろんバイイニン

グパワーを少なからず意識はしているが、提案は

メーカーにとってもコスト面でプラスであると考

えている。すでに直接取引に応じ、価格交渉にも

問題がないという。しかし、N 社の事例は、製品

開発での協働経験という外的要因が場の求心力に

なっている点から、特殊な事例であるといえよ

う。 

また、G 社は将来のサービス要求の布石として、

サービスに応じてコストをチャージできるような

取引価格制度に変更して、コストの「見せる化」

を図ろうとしている 9）。これは小売業者の提案に

対する一種の「返答」と捉えることもいえよう。 

N 社は SCM 部門のメンバーに営業部門の出身

者が多く、またG社はかつて需給管理を担う部門

が生産サイドに寄ってしまい、流通戦略との整合

性が取れないとの反省から、これらを統合する形

で SCM 部門を立ち上げた経緯がある。それらが

小売業者との場をもてた要因となっているものと

思われる。しかし、今回確認できた他社の SCM

部門では、前述のとおり生産部門を傘下に入れた

り、生産計画の立案で生産部門との密接な関係が

構築されたりという点から、組織内の位置づけが

生産サイドに寄っている傾向がある。下流に対す

る展開を考えるのであれば、流通チャネル対策や

取引制度等も含んだ流通戦略との兼ね合いを図る

ことが必要となる。しかし、その点は SCM 部門

の専門外であり、かつ下流との接点が少なくする

組織の構図から、SCM部門が下流への「窓口」と

しての役割をもてないのである。この点が場の求

心力が働かない原因の 1 つとなっているものと考

えられる。 

その点を考慮すると、現状の SCM 部門のまま、

将来における小売業者との取組みに巻き込まれる

形で協力するとすれば、上手くいかないというこ

とになる。したがって、今後 SCM 部門の在り方

が再検討される可能性は高いものと思われる。 

以上、企業間 SCM について、資材サプライヤ

を対象とする上流と、小売業者を対象とする下流

の 2 つの視点から考察した。共通していえること

は、ほとんどの企業で SCM に関連した場の成立

は難しい状況にあるという点である。よって、需

給管理ではみられた「対象の情報」と「場の情報」

の整合一致による場のミクロマクロループが機能

するには困難な状況にあるといえよう。 

 
５． 考察の総括 

以上、タイムスパン別に SCM 部門が関わる場

の展開についてみてきたが、それら要点を示した

ものが表 2 である。社内の取組みにおいては、委

員会の設立から場の鋳型的な展開を経て、SCM

部門が発足されるまでのストーリー、そして

SCM 部門の主導的役割で啓蒙活動と需給管理活

動により形成された場における「場の情報」と「対

象の情報」の整合というストーリーが考察された。

こうしたストーリーが、場における文脈の共有に

より、部門間の理解相違を軽減するのに貢献して

いる。これらの点は、今後同様の取組みを円滑に

行いたいと考える企業に対して、援用可能性を有

する示唆を与えるものと考える。 

対照的に、社外との取組みにおいては、場の求

心力が働かないために、SCM 部門と社外との間

において場の共有には至らないという残念な考察

結果となった。それが社外との取組みに対する障

害の 1つとなっているといえよう。調査対象企業 



秋川 卓也 

 

Vol .16 No.4 ,  Mar .  2008 

- 15 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のうち、SCM本部という名称を「おこがましい」

として名称を変更した企業（C 社）存在するが、

現状のほとんどの SCM 部門は企業間協働という

意味合いを含む当初 SCMの定義 10）と矛盾してい

るといえる。 

今回考察された場の形成の遷移を図 4 のよう

に示すことができるが、社内での場の形成がほぼ

軌道に乗りつつある中で、次段階としての社外と

の場作りが上手くいっていないという場の遷移が、

取組みの進展に符合している点は興味深い。前述

したように、社内の取組みが先行して一定の成果

をあげている一方で、社外の取組みは緩やかな組

織間調整に留まる発展途上の段階にある。この場

の遷移と取組みの進展の符合から、サプライチェ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーンを文脈とした場の形成の重要性が裏付けられ

ているといえよう。 
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図 4  場の展開の遷移 

表 3  場の考察のまとめ 

社内の取組み 社外の取組み         場  面 

 

構成要素 

SCM 部門 

の設立過程 啓蒙活動 需給管理 
サプライヤ 

との取組み 

小売業者 

との取組み 

場の求心力 

業界構造に起因

する社内の危機

感とトップの威

光が働く 

場の鋳型的展

開 を 受 け て

SCM 部門が背
負うトップの

威光が働く 

需給管理の多

義性による影

響を軽減しよ

うとする誘引

が働く 

取引している

サプライヤが

多いことが、

場の求心力を

働かなくして

いる 

取引している

流通業者が多

い こ と と 、

SCM 部門が下
流と接点をも

ちづらい組織

の構図が、場

の求心力を働

かなくしてい

る 

場の境界線 

委員会からの場

の鋳型的展開を

受けて、メンバ

ーシップやアジ

ェンダを継承す

る形で場が展開

し、プロジェク

ト チ ー ム や

SCM 部門の発

足に至る 

「 全 体 最 適

化」や「キャッ

シュフロー概

念」といったア

ジェンダと関

連部門が同じ

本社社屋に拠

点を構える物

理的空間が寄

与する 

需給管理につ

いてのアジェ

ンダと需給管

理に参加する

メンバーシッ

プが寄与する 

特になし 特になし 

場の情報 

他部門から広く

集められた人間

が SCM 部門に

配属されること

により、共有さ

れる情報が多様

化し、「場の情

報」と「対象の

情報」の整合一

致がもたらされ

た 

啓蒙活動がもたらす「場の情報」

と需給管理がもたらす「対象の情

報」のギャップを各部門が認識

し、両情報の整合を図ることの

できる機会がもたらされる 

特になし 特になし 
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また、1.1 節において、SCM における場の特殊

性に関する 3 つの注視すべき論点として、①組織

末端へのブレークダウン、②場のメンバーシップ、

③共通理解の困難性をあげた。これらに対応して

考察から以下のような示唆を得た。①については、

場の鋳型的展開により場の構成要素を継承する形

でもって、組織の末端に向かって場が次々と形成

されることで克服されていた。②については、ト

ップのコミットメント等により場の求心力が働き、

各様のメンバーが場に集合する構図がみてとれた。

③については、啓蒙活動が「場の情報」を提供し、

そして需給管理活動が互いの有する「対象の情

報」の認識を促して、両情報の整合を促進する契

機を与えていた。このプロセスを通じて、部門間

の共通理解が深められていることが分かった。た

だし、以上については企業内 SCM に限定される

成功パターンであり、場の鋳型的展開や場の求心

力が生まれない企業間 SCM には当てはまらない。

したがって、企業間 SCM の実践においては、こ

れらに代わる方法論の案出が必要となろう。 
 
６． 結びに代えて－今後の研究課題 

今後の研究課題として以下が考えられる。 
 
① SCM 部門とサプライチェーンに関連した場

の展開についての継続的な考察 

② 他の業種・業態への考察対象の拡大 
 
①については、これまでの議論を踏まえ、特に

2 つの焦点が新たな問題となる。1 つは、社外と

の場の共有についてのストーリーに関する考察で

ある。今後、小売業者が主導する SCM の展開が

拡大し、それに対してメーカー側がどのように対

応すべきかを考えることが急務な課題である。そ

の点を 1 つの焦点として、場の視座からの考察を

引き続き行いたいと考えている。いま 1つは SCM

部門の組織内の地位についてである。これは前述

した生産サイドへの接近の問題もあるが、SCM

部門の影響力が過大になる可能性の問題もある。

調査対象の中での事例として、レビュー会議等の

場だけを残して、すでに SCM 本部を解散して人

材を元の部門に戻した企業（D 社）が存在した。

他部門の計画業務を奪う形となり、SCM 部門に

組織力学が偏ることにより、他部門の勢いを削ぐ

ことを危惧したからである。現在の SCM 部門の

在り方が完成形であると捉えることはできないた

め、今後も継続して考察していく必要があるもの

と考えられる。 

②の他の業種・業態への考察対象の拡大も必然

的な課題であろう。今回は大手加工食品メーカー

を対象としたが、業態が違えばサプライチェーン

に対する立脚点も異なり、また製商品の性質や対

象市場が異なればサプライチェーンの様相も大き

く異なる。したがって、場の展開についての在り

方が異なるのも必然であろう。したがって、他の

業種や業態に考察対象を広げていくという点も今

後取組むべき課題として銘記しておいきたい。 
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注 

1） 当段落における営業部門と製造部門の対立関

係の記述は、後述の食品メーカーの聞き取り調

査に基づく。 

2) 文献資料として『日経情報ストラテジー』と

『Logi-Biz』を参考にした。企業名が特定される

ために巻号を明示できない点については、ご理

解をいただきたい。 
3) したがって、新製品の需要予測はこの予測方
法に拠らず、営業部、マーケティング部、製品

マネージャー等の営業サイドによる、市場の反

応を考慮した数値を積み上げる形での予測が行

われる。 
4)  すでに SCM 部門が生産上の制約を熟知して

いる企業も存在した。その場合、SCM 部門が

生産計画の策定を担うことが多い。 
5） 予測精度は 7～8割との回答が多かった。 
6) ほとんどの企業が「営業部門は需給管理に必要
な情報を 100％提供していない」と答えた。そ
の理由は理解の徹底不足と営業担当者の多忙に

あるようである。しかし、O 社に関しては、営
業支社に SCM 部門の担当を配置していること

もあり、営業部門からの情報の量については満

足しているとのことであった。今後は質（精

度）が問題であるとしている。 
7) 会議は開催せず、数値を渡して合意だけ取り
付ける企業（D 社）や、会議ではなく営業部門
との個別的なやり取りで調整すると答えた企業

（F社）があった。 
8) 後述するが、大手小売業者のバイイニングパ
ワーに押され、小売業者からの VMI 提案を受
け入れた企業があった。 

9） 非効率的であったリベート政策の見直しとい
う意図もある。 

10）この点に関する SCM 定義の議論については、
秋川・矢澤（2000）が文献レビューに基づき行

っている。 
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